





































































































































4 　第 1項の規定に該当する場合（同項ただし書若しくは第 7項の規定の適用



























































































































































































































































































































































































年度 平成22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
所得税 ─ ─ 1.0 1.1  1.1
相続税 5.6 6.5 7.3 8.9 11.8































































































































































お、法第33条の 2 第 1 項に規定する添付書面の…欄に全く記載がないもの









































































（28）平成13年 4 月 5 日参議院財政金融委員会会議録、大武健一郎政府参考人発言より。
（29）この点、「税理士が作成した申告書のうちから、税理士が書面を添付して自らの業
務を開示するに相応しい深度のある業務を行ったと判断したからこそ、書面を添付す
ることを選択」するということに鑑みれば（近藤新太郎「新書面添付制度の創設
（ 2）」税理47巻13号110頁）、水準の高い納税者に絞って書面添付を行うことはある種
当然の結果であり、添付書面を付すことができない水準の納税者に対しては適宜指導
を続けていくべきと解される。
（30）小出絹恵氏は、「任意制度でありながら、虚偽記載や法令違反等に対しては懲戒処
分の対象になるという法制」も制度が普及しない一因とされる（同「中小企業は『書
面添付制度』とどう付き合えばよいか」企業実務50巻 8 号24頁）。しかしながら、税
理士が積極的に虚偽記載に関与しなければ通常懲戒処分等の問題になることはないの
であるから、制度理論上のデメリットの一つとしてあげることにはやや抵抗を覚え
る。
（31）三木義一「書面添付制度と課税手続」税経通信57巻 3 号219頁参照。なお、三木教
授は「申告に際して税理士として知り得た判断材料と課税庁の調査によって判明した
内容について齟齬が生じるのは当然であり、そのことから直ちに税理士の責任や懲戒
問題が生じるわけではないと解されるべきであろう。」とされる（同219頁）。
（32）添付書面は申告書に添付されるため、企業にとって好ましくない事情も、金融機
関などに開示されるおそれもある。しかし、情報開示が叫ばれる昨今では企業側にと
ってのデメリットといいきることも妥当ではなかろう（蛭田昭史「『書面添付制度』
の活用実態と効果さぐる」企業実務48巻11号27頁）。
（33）山下・前掲注24、 5 頁。
（34）同年改正においては、税理士法人制度の創設や、税理士補佐人制度の創設、税理
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士試験制度の改正など、他にも大きな改正が加えられている。同年の改正について、
金子宏教授は「税理士の活動分野が急速に拡大し、また、多様化している。それか
ら、税理士の機能や役割に対する社会的ニーズと期待が増大している」ことに対応す
るための改正であったと述べられる（「新しい税理士像への期待」税理44巻 8 号23頁
（金子発言部分））。
（35）宮口定男「書面添付制度の現状と法改正の経緯」税経通信57巻10号42頁。
（36）大江晋也「改正された意見徴収制度の内容」税経通信57巻10号55頁。
（37）右山昌一郎『納税義務者の信頼にこたえる税理士の新書面添付制度』 9頁（大蔵
財務協会2002）を基に筆者加筆修正。
（38）田口渉「国税通則法改正を受けた書面添付制度の活用ポイント」税理56巻 5 号190
頁参照。
（39）なお、小出絹恵氏は、書面添付制度が普及しない最大の理由は、「書面添付制度自
体が『しなければならない』という義務規定ではなく『することができる』という任
意規定になっているということが大きい」と指摘される（同・前掲注30、24頁）。し
かしながら、あくまでも書面添付制度は税理士が積極的に申告書の適正性を担保する
ことに対して、調査の事前通知前に意見を述べる機会を設ける制度であることからす
れば、同制度は税理士の権利として、任意規定としておくことが望ましいと思われ
る。義務規定にすることで形式的な書面添付が横行する恐れも多く、本来の制度趣旨
から逸脱することにもなりかねないのではなかろうか。
（40）財務省「平成26事務年度国税庁実績評価書」159頁より引用。
（41）西村公克「書面添付制度の利用と税務調査」税理47巻13号111頁。
（42）大江晋也氏は「税理士としても現実問題として、一定の水準に達している申告に
対してしか、安心して作成し、添付することができない。したがって、書面添付制度
を、関与先に対する指導手段として、積極的に利用することも可能であろう。」とさ
れる（同「書面添付制度で変わる意見聴取制度と税務調査」税理45巻 9 号23頁）。
（43）TKCタックスフォーラム2010「新たな局面を迎えた書面添付制度と今後の展望」
20頁（増田発言部分）。
（44）TKC・前掲注43、20頁。
（45）TKC・前掲注43、21頁。
（46）川股修二『税理士制度と納税環境整備─税理士法33条の 2の機能』280頁（北海道
大学出版2014）。
（47）書面添付制度について否定的に捉えるものとして、例えば、松嶋洋「書面添付制
度に騙されてはいけない」経済界48巻 6 号94頁参照。
（48）金子・前掲注11、784頁。
（49）酒井・前掲注 9、105頁以下参照。なお、酒井教授は、「基本的には、更正の予知
の解釈に当たっては、端緒把握説が妥当するとしつつも、調査着手説の考え方に重心
加算税強化の潮流と書面添付制度への期待（臼倉）　121
を置く立場に妥当性を見出し得る」とされる（同106頁）。
（50）岸田貞夫「書面添付制度の拡充で改めて問われる質問検査権の内容」税理45巻 9
号 5 頁。
（51）片山直子「書面添付制度における税理士等への意見聴取に係る税務行政指導─税
務調査の事前通知前の段階を中心に─」税経通信71巻 2 号200頁。
（52）片山・前掲注51、202頁。
（53）宮川雅夫「加算税の賦課とその対応」税理45巻 9 号129頁等も同旨。
（54）林仲宣「税務相談を受けた事項を添付書面に記す場合の効果と責任」税理45巻 9
号29頁。
（55）事前の意見聴取と質問検査権の関係について、川股・前掲注46、290頁以下参照。
（56）なお、三木義一教授は、「意見聴取制度を機能させ、書面添付制度の充実につなげ
るためには、運用上意見聴取後の速やかな修正申告には加算税を課さないとともに」、
国税通則法の規定を改正し、明文規定を入れるべきと指摘されていたところである
（三木・前掲注31、221頁）。
（57）この点、過少申告加算税が加重されることによって自主是正を躊躇うことにもな
りかねないことに鑑みれば、この度の過少申告加算税の加重措置が必ずしも妥当なも
のであったとはいえないのではいかとの疑問が残るところではある。
